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つくばみらい市（つくばみらいし）

平成２７年

20,264

0297-58-5611

平成28年4月1日 平成30年4月1日

普通会計関係

人 18

③職員数（平成３１年４月１日現在）

公明2人，共産2人，無所属1４人

384

全職員数

党　派　別

現議員数任　　　　期 令和6年2月29日

女

法人番号 7000020082350

男

④有権者数（令和２年３月２日現在） ⑤老齢人口割合

合計

有権者数
21,099

老齢人口割合

26.142,195

44,461

議　　　　長 副議長

副市長

②議会（令和２年５月１日現在）

伊藤　正実

歳）

339

3,126 百円

　つくばみらい市は，茨城県の南西部に位置し，首都圏40ｋ
m圏にあり中央に広がる水田地帯と西部東部の台地に二分
され，水田地帯には豊かな水を湛える小貝川が流れてい
る。市の玄関口である常磐自動車道谷和原IC付近やつくば
エクスプレスみらい平駅周辺に新しい住宅地が整備されて
いる。

人

（人）

257 45

直井　高宏

常住人口

（令和２年４月１日）

25,642

国勢調査

24,685

％

97.8
地域手当
補正後

ラス指数

50,975

条例定数

うち一般行政関係

公営事業
会計関係

18,137 19,881

49,136

（R２.１.１住基人口）

世帯数

人
口

男

24,451

12,563

22,163

40,174

15,273

19,910

18

1,656

計女

21,096

＜産業・経済＞

億円
市町村内
総生産 2,208 億円

住民所得

人口1人当り住民所得 3,277 千円

①生産・所得（平成２９年度）

第１次

総額・総数

農家数
（平成２７年２月１日）

区分

％

－

（H29.1.1～12.31）

（人・百万円）

従業者数

従業者数

事業所数

事業所数

第２次 115,759

81
（平成３０年６月１日）

4,272

農業就業人口

30.5 ％

％15,086

％

農業

製造業

45.9

1,764

③農業・工業・商業

78,841

1,821
製造品出荷額等

年間販売額 
（H27.1.1～12.31）

295,773

うち専業農家戸数

（平成２８年６月１日）

②産業構造

総生産額（平成２９年度）

1,070

7,096

220,836

1.2

就業人口（平成２７年国調）

101,279

－

52.4

4.6 ％2,557

％

(百万円・人）

64.9

2,222

24,181

258

③人口・世帯数

＜市長＞―＜副市長＞
※（）内は課内室

市 長 公 室－秘書広報課，企画政策課，地域推進課

総　 務　 部－総務課，財政課，税務課，収納課，防災課

市民経済部－産業経済課，生活環境課（廃棄物対策室），市民窓口課

保健福祉部－社会福祉課，こども課（こども家庭支援室），介護福祉課，
                   国保年金課，健康増進課（生活習慣病対策室）

都市建設部－都市計画課，開発指導課（空家対策室），
                   プロジェクト推進課，建設課，上下水道課

＜会計管理者＞－会計課

＜教育委員会＞－＜教育長＞
                   学校総務課（適正配置推進室），教育指導課，
                   生涯学習課（文化振興室，スポーツ推進室）

＜議会＞－議会事務局

＜農業委員会＞－農業委員会事務局

＜行政委員会＞－選挙管理委員会事務局，監査委員事務局，固定資産評価審
査委員会事務局

一般行政職の
平均給料月額

全職員数
の  推  移

第３次

351345

平成29年4月1日

341

卸・小売業

④機構図（令和２年４月１日現在）

④特産物

255

平成２２年

コシヒカリ，トマト，巨峰，みつば

ラスパイレ
ス指数 区分97.8

平成１７年

22,298 25,333

渡邉　千明

平成18年3月27日　合併
伊奈町　谷和原村令和4年5月13日

就任回数53

②地勢・風土等

おだがわ　ひろし

①長等（令和２年５月１日現在）

任 期

①沿革

1 期目

〈 住所 〉

類型 082350

〈 ＦＡＸ 〉0297-58-2111

面積

つくばみらい市福田195番地

ｋ㎡

infot@city.tsukubamirai.lg.jp〈e-mail〉

79.16

〈 Ｈ Ｐ 〉

Ⅰ－１ 地方公共
団体コ－ド

〈 ＴＥＬ 〉

市章 〒

長

300-2395

http://www.city.tsukubamirai.lg.jp

＜行政組織＞

地域指定 一部事務組合加入事業
退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済
消防災害補償　非常勤公務災害　市
町村会館管理　滞納処分等　し尿　火
葬場　消防　地域交流センター　総合
運動公園　ごみ　共同研修　防災セン
ター　障害者支援施設　下水道　水防

公営企業
※令和２年３月31日現在

小田川　浩

＜概要＞

法適用（上水）
法非適用（公共下水
農業集落排水）

近郊整備



義務的経費

その他

うち臨財債

うち繰入金

歳　　　出 △ 1,818

44.1

15.3

23,298

4,237

4,917

10.3

-

50.8

1.2

5.1

3.6

％

％

百万円

[7,235]

[37.1]48.9

（百万円）

概　 算
事業費

282

③主要指標（平成３０年度）

1.1

9.4 10.7

その他の経費

979

△ 117

△ 0.9

175

956

△ 3,045

1,980

19.4

〈主要課題〉
・商・工・農の連携
・徹底した財政改革
・企業誘致の促進
・スマートインターチェンジの設置及び周辺地域の活性化
・市民が安心して子どもを産み育てることができる環境の整備
〈特色ある行政〉
・病院バスの創設
・民間企業と連携した，農作物品質の向上及びコスト削減の取組
・市民の声が届くまちづくり
・災害と犯罪に強いまちづくり
・安心して出産できる環境づくり
・地域の特長をいかしたまちづくり

うち繰出金

％

[15,286]

経常収支比率 [91.7]

財政力指数（令和元年度）

％

％7.3 ( 25.0 ) [6.8]

・普通会計に関する主な指標

[5,524]債務負担行為支出予定額（B)

[0.706]

百万円

地方債現在高（A)

百万円

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

※１　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

百万円

積立金現在高（C)

34.3

△ 75.6

△ 75.7

△ 2,966

△ 3,041

△ 92.9

△ 14.5

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

標準財政規模（令和元年度）

実質赤字比率

[23,829]

109

(13.07 )

(18.07 )

百万円

( 350.0 )

・健全化判断基準

-

実質公債費比率

△ 17

連結実質赤字比率

将来負担比率

[25,539]

22,618

0.804

94.2

11,964

△ 33.2

41.5

△ 1,048

866

△ 8.6

15.6

174 18.3

△ 33.7

△ 67.6

△ 0.4

15.1

△ 244

△ 1,582

23

12.0

10.4

3.8

体育館

＜主要施策等＞

公民館等

82

①主要施策実施状況

期間

認定こども園等
施設整備補助事
業

1

（千円・％）④市町村税の状況（平成３０年度）

地方債

区　　分

歳　　　入

％

％

か所

35.4

△ 8.6

②主な歳入・歳出（平成３０年度）

構成比決算額

3,442,069

0.3

△ 8.1

（千円・％）

1,086,467-

市町村民税・個人
（構成比）

△ 9.0

（

）

市町村民税・法人
（構成比）

（百万円・％）

単年度収支 △ 117,317

増減率

△ 327,333

19,820

地方税

8,500

2,945

＜財政状況＞

①決算収支

32.3

国庫支出金

地方交付税

△ 846,749

2.5

5.7

5.1

－

1,118

△ 13

9,769

227

2,948,166

8,336,223

3,497,871

中学校 ※１

）

小学校 ※１

2,058

2,385

492

759

1,126

19,248

3,742扶助費

普通建設事業費

公債費

人件費

うち補助

979

1,813

うち単独

投資的経費

692

）

13.0

増減額

-実質単年度収支

△ 9.0△ 1,952

-

－

6,402

8,216

△ 211

）

）

平成３０年度決算

19,819,996

19,247,902

形式収支

△ 74,441

歳　　入

平成２９年度決算

597,227 479,910実質収支

21,066,262歳　　出

572,094705,973

21,772,235

区分 増減率

-

1,076,783

＜公共施設整備状況＞（平成３０年度）

固定資産税
（構成比）

41.9(

※１は令和元年度

(

99.1

[98.7]

98.4

[96.1]

98.6

[96.6]
市町村税合計

（国保除く） 8,215,846

13.1

幼稚園 ※１

認定こども園 ※１

保育所 ※１

道路舗装率 74.1

園 道路改良率 24.8

96.9

園4

病院・一般診療所 21

公営住宅

35.3

徴収率
[  ]は県平均値

収入額

（

区分

98.5

[96.5]）(

2,902,864

調定額

％

戸

校

か所

（ 42.0

か所

か所

図書館

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

待機児童の早期解消及び保育ニーズ
に対応するため，保育施設の新設ま
たは建替えを行い，安心安全な保育
環境の確保を図る。
スマートICを設置することで，周辺地域の
利便性向上，周辺地域の活性化，企業
誘致の促進を図る。また，その周辺地域
では，広域的な賑わいを創出する拠点を
形成する。

今後の高齢化社会の進行，環境保全
等へ適切に対応し，交通空白地域に
在住する方をはじめ，交通弱者の移
動手段確保を図る。

市内に分娩施設を持つ有床の産科医
療施設の開設に係る費用の補助を行
い，市民が安心して子どもを産み育て
ることができる環境整備を図る。

農業活性化事業 R2

民間企業と連携し最新技術等を活用し
た，最良な水管理の検証及び人口衛星
から撮影した圃場の画像解析に基づい
た適期収穫等のスマート農業を推進する
ことで，作物の品質向上等を図る。

1

R2
～

66
スマートインター
チェンジ関連事
業

名　　称

R1
～

R1
～

139

R2
～

地域公共交通
運行事業

50産科医療施設
開設補助事業

か所0

21

90.3

か所

児童館 か所

13

3

か所

4

％

プ－ル

汚水処理普及率5

老人福祉施設

上水道等普及率

24 校

13


